
農林水産省の御紹介
【農業工学系（総合職）、農業土木・調査計画系（一般職）】



わたしたち農林水産省は、

生命を支える「食」と安心して暮らせる「環境」を

未来の子どもたちに継承していくことを使命として、

常に国民の期待を正面から受けとめ

時代の変化を見通して政策を提案し、

その実現に向けて全力で行動します。

VISION STATEMENT
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１ 農林水産省の仕事

２ 採用区分とキャリアパス、研修制度

３ 採用プロセス、採用実績

４ 働き方、職員の声

CONTENTS

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　農水省のビジョン・ステートメントとは、民間企業の社是のようなものになりますが、私たち職員は、これのビジョンステートメントを軸として、使命感を持って働いています。日本の豊かな食と環境を次世代に繋ぐ、そのために考え全力で行動するというものです。




◆ 先人から受け継いだ農地や水（農業用水）を守り、

さらに発展させる農業・農村の基盤整備と、

地域の創意工夫ある取組を後押しする地域活性化の

政策により、

魅力ある農業・農村を次世代に引き継ぐこと！

◆ さらには、蓄積された基盤整備の技術やノウハウを

用いて、国内のみならず世界の食料や農業・農村の課

題の解決に貢献すること！

MISSION
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　こちらは農業工学系のミッションです。私たちの暮らしを支えている農業や農村は、先人たちが大切に守り育ててきた農地や水に支えられています。
これからの時代を生きる私たちは、その大切な資源をしっかりと守り、さらに発展させていく責任があります。

〇地域のアイディアや工夫を活かしながら、農業農村をもっと魅力的なものにして、次世代へとつないでいくことが大切です。

〇さらには、日本で積み重ねてきた技術や知識は、世界の食料問題や農村の課題を解決する力にもなります。
実際に、農業工学系では、世界を舞台に活躍している方がたくさんおられます。




農林水産省の組織（本省）
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土地改良企画課

水資源課

農地資源課

地域整備課

防災課

設計課

本 省

総務課 農村政策部

農村計画課

地域振興課

都市農村交流課

鳥獣対策・農村環境課

整備部

大臣官房 消費・安全局 輸出・国際局 農産局 畜産局 経営局

農林水産技術会議 林野庁 水産庁

農村振興局

農林水産省（本省） 有識者を交えた政策検討会議

（約５千人）

農業工学分野で農林水産省に採用されると、本省（農村振興局）や地方農政局（農村振興部）、国営事業所
等で、農業・農村の基盤整備と農村の振興に関する業務を行います。

● 全国的視点に立ち、農業・農村の目指すべき姿や課題解決に向けた政策の企画・立案

● 法令などの制度改正、予算要求、政策の実行に必要となる政府内関係者との調整等を実施
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地方出先機関

農林水産政策研究所森林管理局 漁業調整事務局 植物防疫所 動物検疫所 動物医薬品検査所

地方農政局
（全７ブロック※）

（約１万５千人）

農 村 振 興 部

土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

国 営 事 業 （ 務 ） 所

● 農村振興に関する調査・計画等
● 農業農村整備事業の調査・計画・実施等の指導・助言

● 国営事業を実施するための調査や計画の立案
● 完了した国営事業地区の機能保全・管理に係る調査・計画・対策等の実施

● 国営事業の実施に必要な技術支援

● 国営事業の実施

● 本省で企画・立地された政策の周知、事業等を地域の実情に合わせて的確に実施

● 都府県、市町村などとの調整や情報交換、啓発活動

土地改良調査管理事務所における
国営造成施設の調査・管理等

土地改良技術事務所による
国営事業所への技術支援

国営事業の実施状況
（左:幹線用水路の整備、右:工事監督職員による出来形検査）

※地方農政局は、東北、関東、北陸、東海、近畿、
中国四国、九州の７ブロックに設置



全国の農業・農村が舞台
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全国の国営事業の実施位置（令和８年度） 旭川地区

ダム取水施設の耐震化対策

頭首工の整備

那珂川沿岸地区

矢作川総合第二期地区

用水路（併設水路）の整備

ほ場整備（農地の大区画化）

亀岡中部地区

児島湾沿岸地区

ほ締切堤防の耐震化対策

新川流域二期地区

排水機場の整備

沖永良部地区

地下ダムの整備

―事業種別（実施地区数）―
● かんがい排水（93地区）
● 農地再編整備（25地区）
● 農地防災・地すべり（18地区）



環境と調和のとれた

持続可能な農業生産

農村協働力

農業・農村に関する施策展開の考え方

生産性向上等に向けた

生産基盤の強化

農業用水の安定供給

及び良好な排水条件

の確保

農村の価値や

魅力の創出

増大する災害リスク

に対応するための

農業・農村の強靭化

農業・農村をめぐる情勢及び課題

 食料安全保障を取り巻く環境の変化  農業者の減少に伴う農業生産活動等への影響

 農業生産基盤等の脆弱化
 自然災害リスクの増大

 持続可能な環境配慮の主流化

 農業・農村の多様性への配慮

 建設業を取り巻く情勢の変化

我が国の農業・農村は、これまで以上に深刻かつ複雑な課題に直面しています。国内外の情勢及び課題に適切に対処し、将来にわたって食料

安全保障を確保、多面的機能を発揮していくことが求められています。
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生産性向上等に向けて、農業生産基盤を強化する。

農業の生産性向上等に向けて、担い手への農地の集積・集約化やスマート農業の推進による生産コストを低減
するための農地の大区画化、管理作業の省力化に資する基盤整備等に取り組んでいます。

また、国内需要への対応や海外への輸出を見据えて、麦・大豆や野菜や果樹等の園芸作物の生産拡大を図る
ための水田の汎用化・畑地化、畑地・樹園地の高機能化等を進めています。

ターン農道の設置

RTK-GNSS基準局の設置により衛星測位
データを補正し、自動走行の精度を向上

位置情報

RTK-GNSS基準局

誤差補正情報
（インターネットを

通じて配信）

リモコン草刈機の導入に適した
法面の緩傾斜化

自動給水栓による水管理の省力化

自動走行農機等に対応した農地の大区画化 区画規模別の稲作労働時間 スマート農業の実装を可能とする基盤整備

排水改良（排水路、暗渠排水）等による
米、麦、園芸作物のブロックローテーション

用排水路が未整備で
排水不良や湿害が発生

畑地かんがい施設の整備
（園芸作物の生産拡大）

収穫作業の機械化（ネギ）
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農業用水を安定供給し、良好な排水条件を確保する

農業用水の安定供給や雨水等の適切な排水に必要不可欠な農業水利施設は、老朽化が進行しており、

施設の機能を持続的に保全できるよう、適時適切な補修・更新や維持管理の効率化・高度化に取り組んでいます。

農業水利施設の老朽化

「農業基盤情報基礎調査（R5.5時点）」による推計

農業水利施設の突発事故発生状況

年度 （令和5年度末、農林水産省）

国営
2,499か所

県営等
10,338か所

非超過
10,781か所

全体100％
（23,618か所）

全国全体の54%
（12,837箇所
）全国全体の54％
（12,837か所）

既に標準耐用年数
を超過した施設

管水路の破裂による道路陥没

適時適切な更新（パイプラインの更新） 水管理の遠隔化・自動化
（ICT等新技術の導入）

農業水利施設を活用した小水力発電の導入
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施工前

施工後 ポンプの
遠隔・自動制御

調整施設の
自動制御

分水バルブ
の管理制御

UAV(ドローン)による頭首工の撮影

画像診断AIによる変状の判定

UAV(ドローン)を活用した機能診断

コンクリート(変状なし)
剥離

漏水(滲出し・漏水跡・滴水)

藻

摩耗(細骨材露出)

摩耗(粗骨材露出)
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災害に備え、農業・農村を強靭化する

気候変動等により頻発化・激甚化する災害に対応するため、排水施設の整備や災害復旧に取り組んでいます。

また、農業用ダムの事前放流や「田んぼダム」など、農地・農業水利施設が有する洪水調節機能等を活かした
取組（流域治水の取組）を進めています。

（※）落水口に流出量を抑制する板等を設置し、水田に降った雨
をゆっくりと排水することで湛水被害リスクを低減する取組

農業用ため池の水位を把握するための
遠隔監視機器の導入

農業用ため池

災害復旧（農地への堆積土砂・流木の撤去）

農業用ため池における排水ポンプの設置
（MAFF-SATによる災害復旧）

農業用ダムからの事前放流

「田んぼダム」※の取組

流出調整板の例

排水施設（排水機場）の能力向上・耐震化



農村の価値や魅力の創出
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農村においては、高齢化・人口減少が更に進行する中で、農業・農村に継続的に関わる農村外部の多様な
人材（ 「農村関係人口」）の拡大が重要となっています。
このため、農村の多様な地域資源を活用した所得の向上と雇用機会の確保、生活の利便性の確保、農村を

支える人材の裾野の拡大について、民間企業や関係省庁と連携して取り組んでいます。

農林水産物の加工・販売施設の整備

地元食材・景観等を活用した農泊の推進

生活インフラ（農道、農業集落排水施設）の整備

地域ぐるみでの農地の保全、生活支援

棚田地域の振興・魅力の発信

鳥獣被害対策、ジビエ利活用

買い物支援

農業集落排水施設

侵入防止策の設置



農業工学分野における国際協力
国内業務で培われた農業工学分野の知識・技術等を活用し、世界の食料、農業・農村を取り巻く課題の解決に

向けて貢献してます。

[２０２６年１月２０日時点]

在外公館（書記官） JICA専門家 国際機関

○ 外交官としての様々な任務
○ ODA（政府開発援助）の企画・実施管理、
農産物貿易交渉の調整等

○ 現地政府機関等の政策アドバイザー
○ 技術協力プロジェクトの専門家

（灌漑、水管理等）

○ 各国際機関の職員として、飢餓・水不足
等の世界的な問題の解決に向けた支援
業務

コートジボワ
ール
・大使館 1名

トルコ
・大使館 1名

ガーナ
・大使館 1名
・JICA 1名

オランダ
・大使館 1名

チュニジア
・大使館 １名

イラン
・大使館 １名 中国

・大使館 １名

ネパール
・大使館 １名

エチオピア
・大使館 １名
・JICA １名

タンザニア
・大使館 １名

イスラエル
・大使館 １名

エジプト
・大使館 １名
・JICA １名 

ザンビア
・大使館 １名 ジンバブエ

・大使館 １名

バングラデシュ
・大使館 １名

スリランカ
・大使館 １名

ミャンマー
・大使館 １名

ベトナム
・大使館 １名
・JICA １名

カンボジア
・大使館 １名
・JICA １名

フィリピン
・大使館 １名
・アジア開発銀行 ２名

ラオス
・大使館 １名
・JICA １名
・メコン川委員会 １名
・JICAラオス事務所１名

インドネシア
・大使館（ASEAN日本政府代表部）１名

タイ
・大使館 １名

コロンビア
・大使館 １名

ボリビア
・大使館 １名

パラグアイ
・大使館 １名

チリ
・大使館 １名

アメリカ合衆国
・在サンフランシスコ
日本国総領事館 １名

イタリア
・国連食糧農業機関 1名

フランス
・経済協力開発機構 1名

パキスタン
・大使館 １名
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政策の企画・立案から実行までの流れ

・
現
場
の
課
題
の
分
析

・
地
域
の
ニ
ー
ズ
の
把
握

・
政
策
手
法
の
検
討

（
法
令
・
制
度
等
）

・
予
算
の
確
保

・
法
令
・
制
度
の
整
備

・
政
府
内
、
外
部
と
の
調
整

・
政
策
の
現
場
へ
の
周
知

・
法
令
、
事
業
等
の
執
行

政策の企画立案 政策の実行

主に地方農政局

・
現
場
の
課
題
を
把
握

・
地
域
の
ニ
ー
ズ
を
収
集

総合職：本省で採用。
本省勤務が多い。

一般職：各農政局で採用。
農政局勤務が多い。 12

主に本省



法案作成・検討、内閣法制局審査
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来
年
度
予
算
概
算
要
求

6月
中下旬

1月
中下旬

4/1 8月末 12月下旬 3/31

来
年
度
予
算
概
算
決
定

来
年
度
予
算
成
立

通
常
国
会
閉
会

通
常
国
会
開
会

通常国会（150日）

法案審議

財務省と
折衝

国会
審議

施策・事業の
実施

予算要求に向けた
施策・事業の

企画・立案、省内調整

法
案
閣
議
決
定

国会・予算編成の流れ


